






研究の目的・背景

　わが国における少産少子化の急速な進展及びその社会的影響はようやく社会各層の関心

を集めることとなった。しかし、わが国における小児医療の危機的状況は一般社会は勿論、

医療行政レベルにおいても十分認識されているとは言い難い。特に病院小児科は困難な状

況に置かれている。1 日 24 時間勤務を必要とする労働集約的、不採算医療が病院に集中

し、夜間診療、救急医療、新生児・未熟児医療、精神保健医療、高度先進医療、難病医療

を少数の勤務医が一人数役でこなしている実状にある。

　本研究の目的は小児科医の workforce,医療と経済の trade-off を考慮に入れた小児医

療体制の在り方を検討することである。そのため研究初年度は、わが国小児医療の現状を

可能な限り実証的に検証することとした。結論として、わが国における小児医療従事者の

workfore は絶対的に不足しており、小児医療従事者、特に小児科医の供給数を増加させ

ることが極めて困難であることを考慮するとき、厚生省、日本医師会、日本小児科学会の

協議、コンセンサスに基づく現実的な対応策の可及的速やかな策定が望まれる。本研究成

果はそのための基礎的資料を構成するものである。


